
令和2年度

介護予防教室への参加者数
12,407人

(平成28年度)
12,600人 12,800人 13,000人

目　標

【指標名】
年度

【現状値】 平成30年度 令和元年度

ミニデイ（サロン）の活動支援
35回のミニデイ（サロ
ン）の定期開催

38回のミニデイ（サロ
ン）の定期開催

41回のミニデイ（サロ
ン）の定期開催

介護予防教室の開催 1,150回開催 1,175回開催 1,200回開催

事業行程

項目
年度

平成30年度 令和元年度 令和2年度

介護予防サポーターの養成
基礎コース

専門コース（運動）
の実施

専門コース（傾聴）
の実施

基礎コース
専門コース（運動）

の実施

目　的
（何をどうしたいのか）

要支援・要介護状態になることを予防し、高齢者がいつまでも住み慣れた健やかで生きがいを持って暮らすことがで
きるよう、ミニデイサロンへの活動支援等、介護予防に関する取組を推進します。

主な対象
（誰・何を対象に）

６５歳以上の市民

事業内容
（手段、手法など）

・高齢者自身の力を生かし自立に向けた活動を増やすため、地域における介護予防活動を行う介護予防サポー
ターを養成します。
・高齢者が要介護状態になることを予防するとともに、閉じこもりを防ぐため、ミニデイ(サロン)等の自主活動グループ
の設立支援や、各種介護予防教室を開催します。

関連個別計画 第７期伊勢原市高齢者保健福祉計画･介護保険事業計画 計画期間 平成３０年度～令和２年度

実施の背景
（事業を取りまく環境

・市民ニーズ）

高齢化が進展する中、高齢者が住み慣れた地域において、健やかで、生きがいを持って生活し続けるためには、高
齢者の健康寿命を延ばし、生活の質を高める事が必要です。

関連法令等 介護保険法第115条の４４（地域支援事業）

国・県の計画等
地域支援事業実施要綱（厚労省老健局長通知）、第7期かながわ
高齢者保健福祉計画

計画期間 平成３０年度～令和２年度

事務区分〔選択〕 （選択してください）→ 法令上の位置づけ

事業開始年度 開始年度 平成２５年度以前 ～ 終了年度

予算事業名
介護予防普及啓発事業費/地域介護予防活動支援事業費/地域リハビリテーション活動支援事業費

基本政策 1 健やかに生き生きと暮らせるまちづくり

施策展開の方向 2 みんなで支え合う福祉のまちをつくる

計　　画　　　　　　（Ｐｌａｎ）

総合計画体系 暮らし力

まちづくり目標 1 誰もが明るく暮らせるまち

施策 4 高齢者の地域生活支援の充実

第５次総合計画　中期戦略事業プラン　事務事業評価シート

事業名 一般介護予防事業 事業
番号 04-102

事務事業担当

部名 部長名 課名 課等の長

保健福祉部 黒石　正幸
介護高齢課高齢者支援

担当
佐伯　明

令和２年度

自治事務 法定受託事務

事業実施（Do）



円 円

単位
当たり
コスト

対
象
数

総事業費
／対象数

621 円 640

コ
ス
ト

年度

事業費合計(a)

単位 単位

対象数 25546 人 25,877 人

定義 ６５歳以上の市民 単位 ６５歳以上の市民

トータルコスト
(a)+(b)

15,862 千円 16,554 千円 0 千円

1 人 8,700 千円 0 人

人
件
費

0 千円

人件費合計(b) 1 人 8,510 千円 0 千円

0 千円

その他の職員 0 人 0 千円 0 人 0

1 人 8,700 千円 0 人正規職員 1 人 8,510 千円

千円 0 人

国県支出金の内容 地域支援事業費の介護予防・日常生活支援事業費（国２0％、県１２．５％）　　

その他
特財の
内容

受益者負担 前回の改定時期

その他 第１号及び第２号被保険者の介護保険料

0 千円

一般財源
(a)-①-②-③

1,286 千円 1374 千円 0 千円

0 千円

地方債　② 0 千円 0 千円 0 千円
内
訳

国県支出金 ① 2,390 千円 2,553 千円

その他特財　③ 3,676 千円 3,927 千円

7,352 千円 7,854 千円 0 千円

12,407人
(平成28年度)

19,877人 25,２６９人

平成30年度 実績 令和元年度 実績 令和2年度 実績

実施した取組の内容

・地域における介護予防活動を行う人材の介護予防サポーター(傾聴ボランティア)の養成を行い、高齢者エアロビク
ス（ダイヤビック）インストラクターにより市内46箇所のダイヤビック教室を支援しました。
・住民主体によるミニデイ（サロン）へ、保健師、歯科衛生士、栄養士等の専門職を派遣し、運営を支援するほか、新
規に立ち上げるミニサロンの支援を行いました。

目標の達成状況

【指標名】
年度

【現状値】 平成30年度 令和元年度 令和2年度

介護予防教室への参加者数

実施結果

項目
年度

平成30年度 令和元年度

介護予防教室の開催 1,459回開催 1,93７回開催

令和2年度

介護予防サポーターの養成
基礎コース

専門コース（運動）
の実施

専門コース（傾聴）の
実施

ミニデイ（サロン）の活動支援
３６回のミニデイ（サロ
ン）の定期開催

３７か所のミニデイ・サ
ロンの定期開催

事　業　実　施　　　　（Ｄｏ）

事業の「取組方針」

（前年度事務事業評価）

介護予防教室の運営に、介護予防ボランティアを積極的に活用し、地域の高齢者が気軽に介護予防教室に参加で
き、効率的な運営ができるよう、介護予防ボランティアの養成を行っていきます。

実施方法

〔選択・記入〕

委託先又は指定管理者

補助先

具体の内容

有 無

業務委託 指定管理

補助金

その他

評価 （Check）へ

すべて直接実施 左記以外



令和２年度の取組方針

ミニサロンなどの住民主体の通いの場に地域の高齢者が気軽に参加し、運営において介護予防ボランティアを積極
的に活用することによって、介護予防の取組が推進できることや効率的な運営ができるよう、介護予防ボランティア
である高齢者エアロビクス（ダイヤビック）インストラクターの養成を行います。

所管部長による総評

地域住民主体のミニデイ（サロン）は、元気な高齢者の介護予防や健康に重要な役割を果たすものと考えます。生き
がいづくりにもつながるため、引き続き自主性を尊重しながら支援をしていく必要があります。

所属長
による
今後の

方向性の
判断

方向性

〔選択〕

事業推
進上の
課題

高齢者が主体的に介護予防活動に取組むとともに、住み慣れた地域で生き
がいを持ち、人との繋がりを持てるよう、住民主体の通いの場において介護
予防ボランティアを積極的に活用し、地域の高齢者が気軽に参加でき、継続
できる運営を行っていくための支援が必要です。

効率性

〔選択・記入〕
Ａ

左記
判断
理由

介護予防教室の運営には、介護予防ボランティアを積極的な活
用を図った。

取組内容の改善　　　　（Ａｃｔｉｏｎ）

実施水準

〔選択・記入〕
Ｂ

他都
市の
事業
内容
等

地域包括支援センターを中心に、介護予防教室を開催するとと
もに地域の実情に合った地域住民主体の通いの場ミニサロンの
立ち上げや継続的な運営支援を実施しています。
また、介護予防サポーターである高齢者エアロビクス（ダイヤ
ビック）インストラクターによる地域ダイヤビック教室の新規開設も
増えており、住民主体による介護予防活動が広がっています。

有効性

〔選択・記入〕
Ａ

左記
判断
理由

地域における介護予防の取組は、要支援・要介護状態になるこ
とを予防するほか、生きがいづくりや地域における自立した生活
に繋がります。

評　　価　　　　（Ｃｈｅｃｋ）

進捗状況

〔選択・記入〕
Ａ

左記
判断
理由

介護予防サポーター(傾聴ボランティア)の養成講座を予定どお
り開催しました。また、高齢者エアロビクス（ダイヤビック）インスト
ラクターにより市内４６箇所の教室を支援しました。
市内３７箇所のミニデイ（サロン）への活動支援として、保健師、
栄養士、歯科衛生士、作業療法士などの専門職を派遣し、介護
予防講座を行いました。

取組の改善 （Action）へ

計画どおり （A)

概ね計画どおり （B)

計画どおり進捗せず （C)

他市より高い水準で実施 （Ａ）

他市と同水準で実施 （Ｂ）

他市より低い水準で実施 （Ｃ）

一律に比較できない事業

高い （Ａ）

普通 （Ｂ）

低い （Ｃ）

効率的に実施されている （A)

改善の余地がある （B)

抜本的な改善が必要である（C)

現状のまま継続

見直しの上継続


